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の協力を促進することをビジョンとして発足、今年は設立 50 周年の節目にあたる。2013 年 1 月「Post-
2015 Education Agenda in Southeast Asia」と題して、SEAMEO 参加国の主要なメンバーが一堂に会し、
ミレニアム開発目標（MDGs）と 2015 年以降の教育に関する SEAMEO での取組を更に集中する必要性
についての話合いが行われた。本会合では、SEAMEO として多くの意見を取り入れつつ 2015 年以降の





といった項目が挙げられた。2015 年の ASEAN 経済統合開始を踏まえ、SEAMEO でのフォーサイト活
動は今後も継続されることから、我が国の積極的な協力・貢献が期待される。
　当研究所主催の第 6 回予測国際会議「フォーサイトのレビューと今後の方向性〜政策立案への貢献に
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　日本では 1996 年以来 5 年に一度科学技術基本計
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3 主要国におけるフォーサイトのレビュー
英国とロシア3-1














































































（Fraunhofer Institute for Systems and Innovation 
Research：FhG-ISI）の Dr. Kerstin Cuhls から「ド
イツにおけるフォーサイト：連邦教育研究省




























　BMBF のフォーサイト8）は、図表 4 に示すよう
















イ ツ技術者協会−技術センターと FhG-ISI が 担
当し、外部機関としてオーストリア技術研究所



























































プットの分類は 3 つあり、その 1 つが NFN が作っ






























































　JRC では、ここ 2 年で「工業規格」13）、「食事と健
康」14）、「食料の安全保障」、「エコイノベーション」


















































































































9）　フォーサイト 第 1 サイクルのレポート（「新しい未来の分野」は 8 ページ）：
　　https://www.bmbf.de/pubRD/Foresight-Process_BMBF_New_future_fields.pdf
10）AIT ホームページ：http://www.ait.ac.at/ueber-uns/
11）フォーサイト：最も有望な 100 の技術 ; 100 opportunities for Finland and the world：
　　http://web.eduskunta.fi/dman/Document.phx?documentId=wp07015113842452&cmd=download
12）欧州委員会、フォーサイトの指針：http://forlearn.jrc.ec.europa.eu
13）JRC foresight study, “How will standards facilitate new production systems in the context of EU innovation and 
competitiveness in 2025?”：
　　http://publications.jrc.ec.europa.eu/repository/bitstream/JRC93699/jrc_27ap15_2rep_web.pdf




































































　2013 年 1 月「Post−2015 Education Agenda in 
Southeast Asia」5）と題して、SEAMEO 参加国の主
要なメンバーが一堂に会し、ミレニアム開発目標





























ミャンマーに拠点。 SEAMEO の最新のセンター · オブ · エクセレンスであり、 2000 年









SEAMEO Regional Centre for Educational Innovation and Technology 
教育イノベーションと技術の地域センター





SEAMEO Regional Centre for Quality Improvement of Teachers and Education Personnel 
(QITEP) in Language 
先生と個人教育の質向上地域センター（語学）





SEAMEO Regional Centre for Quality Improvement of Teachers and Education 
Personnel(QITEP) in Mathematics 
先生と個人教育の質向上地域センター（数学）





SEAMEO Regional Centre for Quality Improvement of Teachers and Education Personnel 
(QITEP) in Science　
先生と個人教育の質向上地域センター（科学）




























































SEAMEO Regional Centre for Archaeology and Fine Arts 
建築とファインアートのための地域センター




















研究を行い、 専門研修、 診断、 コンサルティング及びアドバイザリーサービスを提供









マニラのフィリピン大学の公衆衛生の専門学校が拠点。 公衆衛生、 農村医学、 病院















ブルネイに拠点。 SEAMEO  VOCTECH は SEAMEO 加盟国における職業技術教育
訓練 （TVET） の管理を改善するために設計されている。 センターが開発し、 社会
経済、 産業、 ビジネス、 労働市場における、 地域、 国、 地域のニーズを満たすた
めに VIET に関連するプログラムを提供する。



























　WS に は、 各 国 の SEAMEO 職 員 の ほ か に、
SEAMEO 関係者、各国の文部省、教育関係者、並
びに UNESCO や NGO などの方々が参加した。会合






























































































































































　2015 年 4 月以降は、上記の内容をベースに新たな
プロジェクトがスタートする予定である。
　2015 年は ASEAN の経済統合が開始される7）。統
合されると当該人口は 6 億 4,000 万人（2015 年予測）




































































































































Polymath Project 数学の課題を集合知で解き明かす http://polymathprojects.org/　
Galaxy Zoo 銀河の渦の右巻き左巻きを市民で判定（後に新しい銀河発見につながる） http://www.galaxyzoo.org/　
SETI@home　 電波望遠鏡のデータを多数のPCで解析し、地球外知性の探索(SETI)を行う科学実験 http://setiathome.ssl.berkeley.edu/　
Space Warps　 重力レンズ効果が現れている天体図の判定を市民で行う(Kavli IPMU) http://www.ipmu.jp/ja/node/1570　
Cancer Research UK 腫瘍のデータベースの解析を大人数で行う http://www.cancerresearchuk.org/support-us/





























































































































3）　"Oxford English Dictionary". Oxford English Dictionary.：http://www.oed.com/view/Entry/33513
4）　マイケル・ニールセン . オープンサイエンス革命 . 紀伊國屋書店 . 2013.




8）　第 3回 SPARC Japan セミナー 2014（オープンアクセス・サミット 2014　第 1部）「「オープン世代」の Science」：
　　http://www.nii.ac.jp/sparc/event/2014/20141021.html
9）　江渡浩一郎 . ニコニコ学会βを研究してみた . 河出書房新社 . （2012）
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　気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental 
Panel on Climate Change：IPCC）は 1988 年に世
界気象機関（World Meteorological Organization：





　2015 年 3 月、IPCC の第 5 次評価報告書（Fifth 
Assessment Report：AR5）統合報告書の完成版1）
が公表された。2013 年の 9 月に第 1 作業部会の報告
書が公表されて以来、これで AR5 の全てがそろっ
たことになる。2014 年 12 月に開催された国連
気 候 変 動 枠 組 条 約（United Nations Framework 
Convention on Climate Change：UNFCCC）に基づ





































































の温室効果ガス排出量は 年比 ～ 減、 年にはほぼゼロ～それ以下となり、急速な省エ
ネに加え、低炭素エネルギーの割合が 年までに 2010 年の 3 ～ 倍近くまで増加。
2100 年の　　　換算濃度が約 450ppm となるシナリオは、今世紀中のピーク濃度が一時的に 2100年の
濃度を超えるオーバーシュートシナリオが典型的で、大気中の を除去する技術に依存する。しかし、





　AR5 のポイントと主要なメッセージを図表 1 に
示す。ここに示されているとおり、人類起源の温室
効果ガス増大による地球温暖化が確実になったと


















































AR4 で用いられたシナリオと AR5 で用いられたシ
ナリオの違いに着目してみたい。
　AR4 では排出シナリオに関する特別報告書















































　AR4 及び AR5 における気温上昇のシミュレー
ション結果を図表 6 に示す10）。AR5 の RCP シナリオ








　AR5 の IPCC 第 3 作業部会報告書では、第 1 作業
















































　AR5 の公表後、2014 年 12 月にリマで開催された
COP-20 では「気候行動のためのリマ声明」が採択




































































図表 7　第 5次評価報告書第 3作業部会で集められ、評価されたシナリオの主な特徴
出典：参考文献 11 を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　所得区分によるCO2 排出量
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1）　IPCC Press Release on 18 March 2015: IPCC launches complete Synthesis Report：
　　http://www.ipcc.ch/news_and_events/docs/ar5/150318_SYR_ﬁ nal_publication_pr.pdf
2）　IPCC 第 5 次評価報告書―第 1 作業部会（自然科学的根拠）【2014 年 12 月改訂】：
　　http://www.env.go.jp/earth/ipcc/5th/pdf/ar5_wg1_overview_presentation.pdf
3）　IPCC 第 5 次評価報告書―第 2 作業部会（影響・適応・脆弱性）【2014 年 12 月改訂】：
　　http://www.env.go.jp/earth/ipcc/5th/pdf/ar5_wg2_overview_presentation.pdf





8）　IPCC 第 5 次評価報告書―統合報告書―「政策決定者向け要約」文部科学省、経済産業省、気象庁、環境省による確
定訳（2015 年 3 月 31 日公表：http://www.env.go.jp/earth/ipcc/5th/pdf/ar5_syr_spmj.pdf
9）　The RCP greenhouse gas concentrations and their extensions from 1765 to 2300：
　IPCC 第 1 作業部会におけるシミュレーショ
ンの根幹をなす第 5 期結合モデル相互比較計画




洋・陸面の結合モデル（Model for Interdisciplinary 
Research on Climate：MIROC）、全球雲解像モデル
（Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model：
NICAM）が名を連ねている14）。日本国内の気候モ
デルデータは、文部科学省によるデータ統合・解析
システム（Data Integration and Analysis System：
DIAS）に集約され、DIAS が CMIP5 のデータノー
ドとして国際的なデータ配信体制の一翼を担った。
　一方、2009 年 1 月に打ち上げた日本の温室効果ガ





ほか、2012 年 5 月に打ち上げた水循環変動観測衛
星「しずく」（Global Change Observation Mission：





GOSAT-2 も開発が進んでいる。GCOM や GPM に
関しても、今後の観測継続が重要なのは言うまでも
ない。
　IPCC は今後も 5～7 年おきに評価報告書を公表







（forty-first session of the Subsidiary Body for 










星調整会議（Coordination Group for Meteorological 
Satellites：CGMS）と、主に研究開発衛星の開発と運
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　　http://link.springer.com/article/10.1007%2Fs10584-011-0156-z
10）Robustness and uncertainties in the new CMIP5 climate model projections, Reto Knutti, Jan Sedláč ek, Nature 
Climate Change 3, 369‒373 （2013）：http://www.nature.com/nclimate/journal/v3/n4/full/nclimate1716.html
11）IPCC Fifth Assessment Report （AR5）：http://www.ipcc.ch/report/ar5/
12）杉山大志、「IPCC 第 5 次評価第 3 部会報告書の解説（速報）」、電力中央研究所ディスカッションペーパー、SERC14001：
http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/download/14001dp.pdf
13）Progress report by the Committee on Earth Observation Satellites （CEOS） and the Coordination Group for 
Meteorological Satellites （CGMS） on a coordinated response to UNFCCC needs for global observations：
　　http://unfccc.int/resource/docs/2014/smsn/igo/173.pdf
14）CMIP5 - Data Access ‒ Availability：http://cmip-pcmdi.llnl.gov/cmip5/availability.html
15）IPCC Press Release on 27 February 2015: IPCC takes decisions on future work：
　　http://www.ipcc.ch/news_and_events/docs/p41/P41_closing_press_release.pdf





18）河野健、「社会基盤情報の提供に向けた地球温暖化予測モデルの高信頼性化」、科学技術動向 2012 年 11 月、No.132、p.11-18：
　　http://hdl.handle.net/11035/2328
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　米国における科学技術政策に関する基本文
書 と し て は、 競 争 力 強 化 法 で あ る ア メ リ カ
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図表 2　主な省・機関の 2016 年度研究開発予算案の額の比率
　大統領予算案における研究開発活動の額は、1,456
億 9,400 万ドルで、前年度の歳出予算法の額に対











2016 Budget Invests in America’s Future: R&D, 
Innovation, and STEM Education）」を手掛かりと
予算額の概略2-1
予算案における重点政策2-22 米国連邦政府の科学技術政策動向-2016年度予算案に示された主要政策




















○ 我々の世界水準の科学と研究への関与の継続 （Continuing our commitment to world-class science and 
research）
米国のイノベーションと経済的競争力に必須である先端的な研究開発を継続させるとし、 以下を挙げている。
・ エネルギー省科学局に 53 億ドル以上、 国立科学財団 （National Science Foundation: NSF） に 77 億ドル
以上、 国立標準技術研究所の研究室に 7 億 5,500 万ドルを配分し、 これら 3 つの基礎研究予算を 2015 年度
より 7 億ドル多い 138 億ドルとする。
【イノベーションの触発】
○ イノベーションへの投資 （Investing in innovation）
革新的な安全保障能力のために資金配分を行うとして、 以下を挙げている。
・ 国防省科学技術プログラムに 123 億ドル、 国防高等研究計画局 （Defense Advanced Research Projects 
Agency: DARPA） に 30 億ドル配分
・ 大統領の地球とその先のイノベーションと科学的発見に向けた構想に沿って航空宇宙局に 185 億ドルを配分
・ 未来の産業におけるイノベーションの投資の一つとして、 多機関の国家ナノテクノロジーイニシアチブに 15
億ドル配分
【医学研究】
○ 米国民の健康の改善 （Improving Americans’ health）
国立衛生研究所 （National Institutes of Health: NIH） における生物医学研究を支援するため、 2015 年
に比べ 10 億ドル増の 313 億ドルを配分するとして以下を挙げている。
・ アルツハイマー、 がんの研究等の増、 及び多機関の BRAIN イニシアチブの NIH 分として 1 億 3,500 万
ドル配分
・ 健康福祉省機関 ・ 国防省 ・ 退役軍人省 ・ 農務省による抗生物質耐性菌対策に 12 億ドル配分
・ 健康福祉省機関 （NIH、 食品医薬局 （Food and Drug Administration: FDA）、 国立医療情報技術調整
官室 （Office of the National Coordinator for Health Information Technology: ONC） により開設され
る個別化医療イニシアチブに 2 億 1,500 万ドル配分
【雇用・製造業】
○ 雇用を強力に創出する米国 （Making America a magnet for jobs）
先進製造技術の開発 ・ 拡大、 小企業の製造業者の新技術導入、 連邦政府研究所から産業への技術移転
のため、 国家先進製造戦略計画の提言に沿った形で行われる直接的な研究開発として NSF、 国防省、 エ
ネルギー省、 商務省他を通し 24 億ドル支出
【エネルギー】
○ 自前のクリーンエネルギーへの投資 （Investing in homegrown clean energy）
クリーンエネルギー技術プログラムに約 74 億ドルを配分するとし、 以下を挙げている。
・ エネルギー効率 ・ 再生可能エネルギー局 （Office of Energy Efficiency and Renewable Energy: EERE）
に 27 億ドル配分





































○ 気候変動への行動を起こす （Taking action on climate change）
政権の気候アクション計画を支援する 13 機関により実施される米国地球変動研究プログラム （U.S. Global 
Change Research Program: USGCRP） に約 27 億ドル配分
【教育・人材育成】
○ 児童生徒学生に科学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学の技能を備えさせる （Preparing students with STEM skills）
科学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学教育 5 か年計画に沿う形で、 各省 ・ 機関で調整され行われる事業に 30 億ドル以
上配分するとしている。
【民間部門における研究開発環境】































































































































れている。 なお、 「新ハイテク戦略」 はイ
ノベーション政策に焦点を絞った文書であ
ることから、 基礎研究 ・ 学術研究支援に
関する政策のへの言及は見られない。
「我々の成長のための計画」 の 「3. 科学
基盤への投資」 において幅広い研究支援
等を通した科学研究基盤政策が予算額と





























記の 【基礎研究 ・ 学術研究支援】 を参
照されたい。 なお、 「新ハイテク戦略」 の















「新ハイテク戦略」 の 「1． 価値創造及び
生命 ・ 生活の質に関する優先的な挑戦課




「我々の成長のための計画」 の 「2. 科学
的人材の育成」 において継続 ・ 職業教育
や職業訓練に関する施策が記されている。
























ついては、 「高等教育協約 2020」 を柱と
して諸政策が示されている。 なお、 「新ハ
イテク戦略」 においては、「4． イノベーショ
ンに好適な枠組み」 において、 STEM （科
学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学） ／ MINT （数学








画」 の 「2. 科学的人材の育成」 において、

















「新ハイテク戦略」 の 「1． 価値創造及び
生命 ・ 生活の質に関する優先的な挑戦課
題」 においては上記の他、 「知的な移動 ・
移転」、 「人の安全」 という挑戦的課題も




順位の決定」 の 「8 つの重要技術」 には、
上記以外の技術についても記されている。
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2）　Office of Management and Budget (OMB), Research and Development: Chapter 19 in Analytical Perspectives volume 
of the Budget of the U.S. Government FY 2016, 2015：
　　https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/rdbudgetchapter2016.pdf
3）　Office of Science and Technology Policy (OSTP), Fact Sheet: President’s 2016 Budget Invests in America’s Future:
　　R&D, Innovation, and STEM Education, 2015：
　　https://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/ostp/ostp_fact_sheet_2016_budget.pdf
4）　Federal Government (Germany), The new High-Tech Strategy: Innovation for Germany, 2014：
　　http://www.bmbf.de/pub/HTS_Broschuere_engl_bf.pdf
5）　HM Treasury, Department for Business, Innovation & Skills, Our plan for growth: science and innovation, 2014：
　　https://www.gov.uk/government/publications/our-plan-for-growth-science-and-innovation
6）　BMBF, Higher Education Pact for more university entrants, 2013：http://www.bmbf.de/en/6142.php
7）　BMBF, Joint Initiative for Research and Innovation：http://www.bmbf.de/en/3215.php
8）　BMBF, Excellence Initiative for Cutting-Edge Research at Institutions of Higher Education：
　　http://www.bmbf.de/en/1321.php
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